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と定義され、マーケティングにおいてさかんに研究されてきた。後述の Dick and Basu 
(1994) によるフレームワークを代表として、ロイヤルティを態度的な側面と行動的な側面
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井 2010）と呼ばれる、顧客のロイヤルティ態度に対する要因を SEM によって検証した研



























                                                     
1 ロイヤルティとスイッチの研究に関しては畑井（2001）、八島（2009）、酒井（2010）などを参照
されたい。 




ランド・スイッチと概念が近いと考えられる。顧客離脱の研究は Hircshman (1970) によ
る理論や Crosby and Stephen (1987) による研究から影響を受けて、サービスリカバリー
など、顧客とサービスエンカウンターの関係について考察していることが多い。保険






差があることを需要関数によって説明している。Klemperer (1987) は、Schmalensee 
(1982) によるモデルに基づいて先行者の優位性の源泉をスイッチング・コストとして説明
している。モデルでは購買行動を第 1 期と第 2 期に分け、ブランド A は第 1 期に既に存在
し消費者は既に購入したブランドでブランド B は第 2 期に新規参入するブランド、と設定
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3.2 仮説の構築 







 3.2.2 移動と継続の比較 
 前述の Schmalensee (1982) および Klemperer (1987)、の研究に基づけば、リテンショ
ンの場合の方がより低いプロモーションで効果が生じるはずである。また Kotler (2003) 
は「新規顧客の獲得には既存顧客を満足させ維持する場合の 5 倍から 10 倍のコストがか
かる」ことを指摘しており、文献により倍率はばらつきがあるものの、類似の指摘はしば


















の金額を設定し 0 円とおかない。そのため、ベネフィットは「付与」ではなく「増加となる。 














 3.2.4 プロモーションの違いと契約状況の交互作用の検討 
 ここでは契約状況によってプロモーション効果が異なるかを検証する。この点について
は過去の検証が少ないが、Jones et.al (2000) はスイッチング・コストの高低と満足度の
交互作用を検証する中で不満を持った消費者の方がスイッチング・コストの高低の影響が
大きい事を説明している。つまり、よりスイッチに近い場合においてスイッチング・コス










データの収集は、マクロミル社のパネルを使ったインターネット調査によって 2014 年 3
月から 4 月に行った。対象サービスは前述の通り携帯電話サービス（キャリア）である。 
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象者は 20 代～60 代の男女（ただし沖縄は除外した6）。本研究では現在日本で最も使用さ
れている A 社のスマートフォンを使っている人に限定した、これはプロモーションにおい
て新しい A 社の端末に乗り換えるシナリオを設定するためである。さらに、回答者が現在
契約中の電話会社はシェア 2 位のブランド（以下 X 社）と 3 位のブランド（以下 Y 社）








の図 1 で提示した7。 
実験では異なるプロモーションに対する評価の違いを被験者間比較で検証した。 
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（改行）シナリオを①現在契約中ブランド（2 パターン）、②移動先（3 パターン）、③
プロモーション金額（2 パターン）、④プロモーション種類（2 パターン）で 2×3×2×2
































機種代金 実質 0 円（分割支払い-毎月割） 
月額料金 据え置き 
電話番号 継続（ポータビリティーを利用） 
キャッシュバック： 35,000 円（販売店から 15,000 円増量！） 
手数料等の負担 ： 15,000 円 












 各グループのプロモーション効果の調査結果は表 1 に提示されている8。 
初期値の平均値は 4.75 であり、各グループ間で有意な差はみられなかった。現在契約中
ブランドの影響については、シェア 2 位のブランド X よりシェア 3 位のブランド Y の方
が有意に初期値が低い一方でプロモーション効果はシェア 3位のブランドYの方が有意に
高い傾向にあった。以下では基本的にはブランド X と Y を合算して分析を行う。各組み合
わせの平均値は次ページの表 1 の通りである。 
 次項より仮説 1～4 の検証を進めていく。仮説 1～3 ではプロモーション効果の数値を被
験者間比較の t 検定によって分析した。仮説 4 では二元配置分散分析を使用した。 
 
5.2 仮説 1の検証（プロモーション効果の確認） 
 ここでは、プロモーションの結果の消費者の利得が 5,000 円と 15,000 円の場合で評価
に差があるかを検証する。被験者間 t 検定の結果、リテンション、スイッチ、合算したデー
タ、全てにおいて 15,000 円の方が評価が高く、1％水準で有意となる結果となった（表 2）。





                                                     
8 ブランドはイニシャルになっている。 









P 効果 N 
G1 
X 
X リテンション 5,000 インセンティブ 0.04  84 
G2 X リテンション 15,000 インセンティブ 0.62  87 
G3 X リテンション 5,000 スイッチング・コスト 0.40  90 
G4 X リテンション 15,000 スイッチング・コスト 1.07  91 
G5 Y スイッチ 5,000 インセンティブ -0.92  88 
G6 Y スイッチ 15,000 インセンティブ -0.98  93 
G7 Y スイッチ 5,000 スイッチング・コスト -1.49  86 
G8 Y スイッチ 15,000 スイッチング・コスト -0.28  85 
G9 Z スイッチ 5,000 インセンティブ -1.52  94 
G10 Z スイッチ 15,000 インセンティブ -0.55  92 
G11 Z スイッチ 5,000 スイッチング・コスト -0.86  87 
G12 Z スイッチ 15,000 スイッチング・コスト -0.94  82 
G13 
Y 
X スイッチ 5,000 インセンティブ -0.48  92 
G14 X スイッチ 15,000 インセンティブ -0.15  93 
G15 X スイッチ 5,000 スイッチング・コスト -0.78  91 
G16 X スイッチ 15,000 スイッチング・コスト -0.49  94 
G17 Y リテンション 5,000 インセンティブ 0.34  91 
G18 Y リテンション 15,000 インセンティブ 0.53  91 
G19 Y リテンション 5,000 スイッチング・コスト 0.19  95 
G20 Y リテンション 15,000 スイッチング・コスト 0.87  100 
G21 Z スイッチ 5,000 インセンティブ -1.60  96 
G22 Z スイッチ 15,000 インセンティブ -0.17  95 
G23 Z スイッチ 5,000 スイッチング・コスト -0.73  94 
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 全グループ リテンション スイッチ 
5,000 円 -0.52 (1091) 0.24 (361) -0.89 (730) 
15,000 円 -0.05 (1098) 0.78 (369) -0.47 (729) 
p 値 0.000 0.000 0.001 
表 2：仮説 1の検証 
 
5.3 仮説 2の検証（リテンションとスイッチの比較） 
 ここでは 5,000 円のプロモーションと 15,000 円のプロモーション、合算した場合の 3
つの場合においてリテンションとスイッチの間で t 検定を行って比較を行った。その結果、
いずれの場合も 1%水準で有意な差がみられ、リテンションの方が高い傾向であった（表 3）。
そのため、仮説 2 は支持された。 
 
 全グループ 5,000 円 15,000 円 
リテンション  0.52 (730)  0.24 (361) 0.78 (369) 
スイッチ -0.68 (1459) -0.89 (730) -0.47 (729) 
p 値 0.000 0.000 0.000 
表 3：仮説 2の検証 
 
5.4 仮説 3の検証（スイッチング・コスト削減とインセンティブ増加） 
 仮説 3 では、インセンティブ付与とスイッチング・コスト削減という 2 つのプロモーショ
ンパターン間での比較を検証した。ここでは 5,000 円の場合と 15,000 円の場合、合算で
それぞれ検証した。その結果、リテンションの 15,000 円に限り 5％水準で有意な差がみら
れ、スイッチング・コスト削減の方が効果が大きかったが、その他の場合は有意な差が見
られなかった（表 4、表 5 および表 6）。そのため、仮説 4 は不支持となった。 
 
 全グループ リテンション スイッチ 
インセンティブ増加 -0.50 (547) 0.19 (175) -0.83 (372) 
スイッチング・コスト削減 -0.53(544) 0.29 (186) -0.96 (358) 
p 値 0.822 0.424 0.461 
表 4：仮説 3の検証（5,000 円） 
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 全グループ リテンション スイッチ 
インセンティブ -0.13 (551) 0.58 (178) -0.46 (373) 
スイッチング・コスト削減  0.03 (547) 0.97 (191) -0.47 (356) 
p 値 0.263 0.028 0.966 
表 5：仮説 3の検証（15,000 円） 
 
 全グループ リテンション スイッチ 
インセンティブ -0.31 (1098) 0.36 (353) -1.16 (745) 
スイッチング・コスト削減 -0.25 (1091) 0.05 (377) -1.26 (714) 
p 値 0.496 0.092 0.726 
表 6：仮説 3の検証（合算） 
 
5.4 仮説 4の検証 
 仮説 4 を検証するため、契約状況（スイッチおよびリテンション）とプロモーションの
種類（インセンティブ増加およびスイッチング・コスト削減）の交互作用を検証した。 
 5,000 円、15,000 円、合算の場合で二元配置分散分析を行った。主効果9および交互作用
の p 値の数値は以下の表 7 の通りである10。分析の結果いずれの場合も交互作用は 10％水
準でも有意とならなかった。また金額×契約状況×プロモーションの種類の三元配置分散
分析によっても検証を行ったが、契約状況×プロモーションの種類および金額×契約状況
×プロモーションの種類による交互作用は 0.110、0.654 でいずれも 10％水準でも有意と
ならなかった。以上より仮説は支持されなかった。 
 
 5,000 円 15,000 円 合算 
契約状況 
（スイッチ／リテンション） 
0.904 0.187 0.365 
プロモーション種類 
（インセンティブ／コスト削減）
0.000 0.000 0.000 
交互作用 0.390 0.169 0.108 
表 7：仮説 4の検証 
                                                     
9 主効果の p 値はこれまでの分析結果と整合性がある結果となっている。 
10 各グループの数値は表 4､5､6 を参照されたい。 










となっている。最後に仮説 4 では契約状況（仮説 2）とプロモーションの種類（仮説 3）
にについて交互作用を検証したが、これも支持されなかった。こちらについては 10％有意
に近い p 値の組み合わせも存在したが、一方で仮説と異なる傾向も見られた。 
 
仮説 1 プロモーションの効果 支持 
仮説 2 契約状況（移動／継続）の比較 支持 











































                                                     
11 ただし、本研究では初期値（実験手順①）においてはブランド継続でシナリオを提示したため、
ブランド移動のシナリオは評価を下げやすい傾向にあった可能性がある。 
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